
(平成21年5月28日現在)

役　職 氏　名 就任年月日 経　歴

会 長 錢 高 一 善 平 成 11 年 7 月 12 日 株式会社 錢高組 代表取締役会長兼社長

副 会 長 宮 城 政 章 平 成 20 年 5 月 28 日 建設業労働災害防止協会 岩手県支部長

〃 大 島 義 和 平 成 14 年 5 月 21 日 建設業労働災害防止協会 東京支部長

〃 奥 村 太 加 典 平 成 20 年 5 月 30 日 建設業労働災害防止協会 大阪府支部長

〃 伏 見 暁 平 成 16 年 5 月 27 日 建設業労働災害防止協会 広島県支部長

〃 岩 崎 成 敏 平 成 16 年 5 月 28 日 建設業労働災害防止協会 福岡県支部長

〃 守 屋 清 平 成 20 年 5 月 23 日 社団法人 日本左官業組合連合会 会長

〃 岡 本 弘 平 成 17 年 7 月 1 日 社団法人 全国中小建設業協会 会長

〃 徳 倉 正 晴 平成19年10月18日 社団法人 日本建設業経営協会 会長

〃 才 賀 清 二 郎 平 成 20 年 5 月 28 日 社団法人 日本建設躯体工事業団体連合会 会長

常 任 理 事 岩 田 圭 剛 平 成 21 年 5 月 21 日 建設業労働災害防止協会 北海道支部長

〃 菅 原 三 朗 平 成 18 年 5 月 31 日 建設業労働災害防止協会 秋田県支部長

〃 小 島 秀 薫 平 成 16 年 5 月 26 日 建設業労働災害防止協会 群馬県支部長

〃 近 藤 駿 明 平 成 21 年 5 月 25 日 建設業労働災害防止協会 富山県支部長

〃 増 永 防 夫 平 成 19 年 6 月 4 日 建設業労働災害防止協会 愛知県支部長

〃 岡 繁 男 平 成 20 年 5 月 28 日 建設業労働災害防止協会 兵庫県支部長

〃 渡 部 義 三 平 成 18 年 5 月 26 日 建設業労働災害防止協会 島根県支部長

〃 村 上 博 平 成 20 年 5 月 28 日 建設業労働災害防止協会 香川支部長

〃 増 崎 博 之 平 成 20 年 5 月 28 日 建設業労働災害防止協会 長崎県支部長

〃 宮 本 洋 一 平 成 20 年 5 月 28 日 清水建設株式会社 代表取締役社長

〃 大 澤 規 郎 平 成 19 年 6 月 20 日 全国管工事業協同組合連合会 会長

〃 林 喬 平 成 20 年 5 月 14 日 社団法人 日本電設工業協会 会長

専 務 理 事 伊 藤 正 人 平 成 16 年 6 月 2 日 建設業労働災害防止協会 専務理事(最終官職  厚生労働省北海道労働局長)

理 事 今 誠 康 平 成 20 年 5 月 30 日 建設業労働災害防止協会 青森県支部長

〃 佐 藤 博 俊 平 成 20 年 5 月 26 日 建設業労働災害防止協会 宮城県支部長

〃 澁 谷 忠 昌 平 成 21 年 5 月 27 日 建設業労働災害防止協会 山形県支部長

〃 三 瓶 英 才 平 成 17 年 5 月 24 日 建設業労働災害防止協会 福島県支部長

〃 岡 部 英 男 平 成 14 年 5 月 27 日 建設業労働災害防止協会 茨城県支部長

〃 渡 邉 勇 雄 平 成 20 年 6 月 2 日 建設業労働災害防止協会 栃木県支部長

〃 真 下 恵 司 平 成 20 年 5 月 27 日 建設業労働災害防止協会 埼玉県支部長

〃 石 井 良 典 平 成 20 年 6 月 12 日 建設業労働災害防止協会 千葉県支部長

〃 櫻 井 幸 男 平 成 20 年 5 月 19 日 建設業労働災害防止協会 神奈川支部長

〃 本 間 達 郎 平 成 18 年 5 月 26 日 建設業労働災害防止協会 新潟県支部長

〃 北 川 義 信 平 成 20 年 5 月 27 日 建設業労働災害防止協会 石川支部長

〃 海 邊 康 男 平 成 20 年 6 月 19 日 建設業労働災害防止協会 福井県支部長

〃 松 井 俊 臣 平 成 17 年 5 月 19 日 建設業労働災害防止協会 山梨県支部長

〃 佐 々 木 力 平 成 20 年 5 月 30 日 建設業労働災害防止協会 長野県支部長

〃 佐 竹 武 平 成 17 年 6 月 8 日 建設業労働災害防止協会 岐阜県支部長

〃 伊 藤 孝 平 成 16 年 4 月 27 日 建設業労働災害防止協会 静岡県支部長

〃 山 下 晃 平 成 21 年 5 月 21 日 建設業労働災害防止協会 三重県支部長

〃 杉 橋 和 彦 平 成 18 年 5 月 31 日 建設業労働災害防止協会 滋賀県支部長

〃 岡 野 益 巳 平 成 20 年 6 月 4 日 建設業労働災害防止協会 京都府支部長

〃 松 本 良 三 平 成 20 年 5 月 28 日 建設業労働災害防止協会 奈良県支部長

〃 田 渕 利 都 平 成 11 年 7 月 1 日 建設業労働災害防止協会 和歌山県支部長

〃 藤 原 正 平 成 20 年 6 月 13 日 建設業労働災害防止協会 鳥取県支部長

〃 坂 本 道 治 平 成 20 年 5 月 23 日 建設業労働災害防止協会 岡山県支部長

〃 秋 山 智 洋 平 成 20 年 5 月 27 日 建設業労働災害防止協会 山口県支部長

〃 荒 川 浩 児 平 成 21 年 5 月 25 日 建設業労働災害防止協会 徳島県支部長

〃 星 加 隆 夫 平 成 18 年 5 月 18 日 建設業労働災害防止協会 愛媛支部長

〃 三 谷 一 彦 平 成 20 年 5 月 30 日 建設業労働災害防止協会 高知県支部長

〃 岸 本 剛 平 成 20 年 5 月 28 日 建設業労働災害防止協会 佐賀県支部長

〃 味 岡 正 章 平 成 18 年 5 月 26 日 建設業労働災害防止協会 熊本県支部長

〃 梅 林 秀 伍 平 成 8 年 5 月 13 日 建設業労働災害防止協会 大分県支部長

〃 永 野 征 四 郎 平 成 20 年 5 月 14 日 建設業労働災害防止協会 宮崎県支部長

〃 川 畑 俊 彦 平 成 14 年 5 月 31 日 建設業労働災害防止協会 鹿児島県支部長

〃 仲 本 巽 平 成 18 年 6 月 22 日 建設業労働災害防止協会 沖縄県支部長

建設業労働災害防止協会役員名簿



役　職 氏　名 就任年月日 経　歴

理 事 中 村 満 義 平 成 18 年 5 月 31 日 鹿島建設株式会社 代表取締役社長

〃 竹 中 統 一 平 成 9 年 3 月 4 日 株式会社竹中工務店 取締役社長

〃 山 内 隆 司 平 成 19 年 5 月 23 日 大成建設株式会社 代表取締役社長

〃 篠 部 正 博 平 成 21 年 5 月 28 日 飛島建設株式会社 代表取締役社長

〃 白 石 達 平 成 20 年 5 月 28 日 株式会社大林組 代表取締役社長

〃 三 野 輪 賢二 平成20年10月28日 社団法人 日本建設大工工事業協会 会長

〃 白 川 隆 幸 平 成 20 年 6 月 5 日 社団法人 日本塗装工業会 会長

〃 脇 雅 史 平成14年10月28日 社団法人 全国さく井協会 会長(最終官職　建設省近畿地方建設局長)

〃 中 村 常 男 平 成 15 年 8 月 1 日 社団法人 日本鳶工業連合会 会長

〃 川 田 忠 樹 平 成 19 年 5 月 22 日 社団法人 日本橋梁建設協会 会長

〃 野 見 山 恵 弘 平 成 18 年 7 月 3 日 社団法人 全国建設業協会 専務理事(最終官職　国土交通省総合審議官)

〃 松 井 守 夫 平 成 10 年 7 月 15 日 社団法人 全国中小建設業協会 副会長

〃 石 田 栄 一 平 成 19 年 3 月 16 日 社団法人 日本空調衛生工事業協会 会長

〃 佐 々 木 宏 平 成 21 年 1 月 13 日 社団法人 住宅生産団体連合会 専務理事(最終官職　国土交通省国土技術政策総合研究所副所長)

〃 黒 川 政 春 平 成 20 年 5 月 23 日 社団法人 日本左官業組合連合会 副会長

〃 戸 松 成 平 成 15 年 5 月 22 日 とまつ内科･胃腸科クリニック 院長

〃 本 間 逹 三 平 成 15 年 5 月 22 日 弁護士

〃 堀 内 利 郎 平 成 20 年 7 月 1 日 建設業労働災害防止協会 総務部長(最終官職　厚生労働省労働基準局労働保険徴収課労働保険徴収業務室長)

〃 高 橋 元 平 成 19 年 5 月 23 日 建設業労働災害防止協会 技術管理部長(最終官職　厚生労働省和歌山労働局長)

〃 松 本 徹 平 成 20 年 5 月 28 日 建設業労働災害防止協会 業務部長

〃 矢 崎 敏 郎 平 成 20 年 5 月 28 日 建設業労働災害防止協会 教育部長

〃 岡 英 夫 平 成 21 年 5 月 28 日 建設業労働災害防止協会 事業部長(最終官職　厚生労働省岩手労働局長)

監 事 鴻 池 一 季 平 成 7 年 9 月 1 日 株式会社鴻池組 特別顧問

〃 内 田 興 太 郎 平 成 14 年 5 月 27 日 大豊建設株式会社 相談役

〃 小 森 雅 裕 平 成 17 年 5 月 31 日 株式会社小森安全機研究所 取締役会長

〃 田 邉 征 嗣 平 成 20 年 7 月 1 日 建設業労働災害防止協会 常勤監事(最終官職　厚生労働省 群馬労働局長)

※ ここに掲載した退職公務員の状況は、「特殊法人等整理合理化計画」、「公務員制度改革大綱」及び「特別の法律により設立される民間法人の
   運営に関する指導監督基準」に基づいて公表しているものです。


	HP掲載用(21.5.28)

